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関係機関向けパンフレット第2版の発行にあたって

こんにちは、公益財団法人ひかり協会です。
ひかり協会は、1955 年に発生した森永ひ素ミルク中毒事件の被害者に対する救済事業を、
国（厚生労働省）、森永ひ素ミルク中毒の被害者を守る会、森永乳業の三者において合意され
た「三者会談確認書」を基に実施してまいりました。この間、三者のほか、都道府県・市区町
村などの行政機関や関係機関の皆様、専門家の皆様のご協力を賜り、被害者救済事業を積極的
に推進することができました。
被害者も高齢期を迎える時期にさしかかり、「生活の場」「後見的援助者」の確保に加え、
糖尿病など生活習慣病や二次障害などの健康課題、及び 65 歳以降の適切なサービス確保に
取り組むため、保健医療制度、障害福祉や介護保険制度、成年後見制度等の活用を重視して
おります。
「すべての被害者の自主的健康管理の援助」と「障害のある被害者の将来設計実現の援助」
の２つを重点事業と位置づけて、多くの関係機関の皆様のご協力をいただき、高齢期の様々な
課題に対応できる救済事業を推進してまいりたいと考えております。
ぜひこのパンフレットを手に取っていただき、ひかり協会について一層ご理解を深められ、
被害者の恒久救済実現に向けて引き続きご支援ご協力をいただきますようお願いいたします。
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１．森永ひ素ミルク中毒事件

（１）事件の発生

1955年（昭和30年）の春から夏にかけて、
西日本一帯で人工栄養児の間に原因不明の病
気が集団的に発生しました。これは1955年４
月から８月の間に森永乳業徳島工場で生産さ
れた育児用粉乳の中に、大量のひ素化合物が
混入したことが原因でした。ひ素は乳質安定
剤として使用した「第二燐酸ソーダ」に含ま
れていました。粉乳中のひ素化合物の濃度は
乳児が飲めば急性ないしは慢性ひ素中毒を引
き起こす量でした。
事件は岡山大学小児科教室の浜本教授らに
よって、医学的分析の結果、８月23日にひ素
中毒によるものとして公表されました。
被害児の数は、1956年６月９日の厚生省発
表によると、12,131名にのぼり、そのうち明
らかにひ素中毒によると認められた死亡者が
130名という、世界でも例を見ない大規模な
乳児の集団中毒事件でした。
中毒時の症状は、ほとんどの例が発熱し、
睡眠不良、咳、下痢、嘔吐等の症状から始
まって、皮疹、色素沈着、肝腫を認め、さら
に腹部膨満、貧血など典型的なひ素中毒症状
を示しました。中毒が進むと腹水や黄疸が出
て、痙攣発作や脳症を思わせる症例もありま
した。

（２）事件の解決

被害児の親達は「森永ミルク被災者同盟全
国協議会」に結集して、森永乳業に原状回復
と補償を求めましたが交渉は難航しました。
厚生省は学識経験者５人に委託して「五人委
員会」を設置し、その「森永粉乳中毒事件の
補償等に関する意見書」にしたがって事件の
解決を図りました。親達にとっては満足でき
た解決ではありませんでしたが、当時の情勢
から結局受諾せざるを得ませんでした。子供
たちの将来に不安を持った親達の要望によっ
て、厚生省は1956年に検診の実施を指示し、
事件発生からほぼ１年後に全国各府県で実施
されました。しかし、その治癒判定基準は極
めて簡単なもので、その結果はほとんどが
「全快」の判定を受け、親達が最も心配した
後遺症についても「ほとんど後遺症の心配は
ない。今なお引き続き治療を受けている者
は、後遺症ではなくして原病の継続である」
（「五人委員会」意見書）との判断が下され
ました。
こうして事件は医学的にも社会的にも一応

落着し処理されたかのように見られました。

Ⅰ．森永ひ素ミルク中毒
　　事件とひかり協会

「森永ひ素ミルク中毒事件」とはどのようなものだったのでしょうか。事件発生から、ひかり協会が設立されるまでを、簡単にご説明します。

　人工栄養児をもつ親はわが子の健康を案

じて医療機関や保健所に殺到し、こうした

状態は１ヶ月近くも続きました。
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（３）丸山報告―「14年目の訪問」―

ところが1969年10月、日本公衆衛生学会
において、大阪大学医学部の丸山博教授達
が被害者の追跡調査の結果を「14年目の訪
問」として発表し、再び社会問題として取り
上げられるようになりました。世論の強い支
持もあって、各自治体、公衆衛生学会・衛生
学会・小児科学会など多くの学会の協力があ
り、各地で自治体検診が実施されて全国的に
実態が明らかになってきました。

２．三者会談とひかり協会の設立

丸山報告を受けて、1969年11月に全国の親
達の組織である「森永ミルク中毒の子供を守
る会（現・森永ひ素ミルク中毒の被害者を守
る会、以下「守る会」という）」が発足しま
した。「守る会」は賠償要求ではなく、子供
たちの健康回復と社会的自立と発達を求め、
そのための医学的究明と恒久的対策を要求し
て運動し、森永乳業や国と交渉しました。多
くの専門家や世論の大きな支持を受けつつ、
国と森永乳業を相手に民事訴訟も提訴するな
どの運動を進め、独自の「恒久対策案」を作
成してその実現を迫りました。
「一日も早く被害者の救済を」という親達
の願いを受けて、国（厚生省）の呼びかけで
1973年10月になって「守る会」と森永乳業を
加えた三者による話し合いが始められ、同年
12月に被害者救済に関する５項目からなる
「三者会談確認書」（資料1）が締結されま

した。その内容は「守る会」の恒久対策案を
尊重し、その考え方に基づいて、三者がそれ
ぞれの立場で協力し救済機関を設立して被害
者救済に努力することを約束したものです。
森永乳業は事件の責任を認めて救済の義務

を果たし、国は救済事業の要請により行政協
力することを約束しました。
ひかり協会は、このように国、「守る会」、
森永乳業の三者の合意を基盤に、全被害者
の救済を図るために1974年（昭和49年）４月
に設立された公益法人（財団法人）です。
（2011年４月からは公益財団法人）
「守る会」が選んだこの“三者会談方式”

は、すべての損害を金銭賠償として解決を図
る現行法制度の公害補償とは異なり、それで
は解決しえない恒久救済を求めたものです。　　　
「恒久対策案」で、「加害企業の果たさね

ばならない社会的責任を明らかにし、全国公
害被害者救済の新しいパターンを提示しよう
とするもの」と述べているように、新しいパ
ターンの損害賠償制度であるといえます。
したがって、ひかり協会は被害者の原状回

復を基本とし、社会的自立と発達を図るため
に健康管理、医療、介護、生活保障、教育、
就労などの救済事業を実施しています。

ホームページ（URL）
　http://www.hikari-k.or.jp

「三者会談確認書」の調印（昭和48年12月23日）
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（資料１）

三者会談確認書

確　認　書

　厚生省、森永ミルク中毒のこどもを守る会（以下「守る会」という。）及び森永
乳業株式会社（以下「森永」という。）は、昭和30年に発生した森永ミルク中毒事
件の全被害者を恒久的に救済するため、昭和48年10月12日を第 1回として 5回にわた
り、三者による会談（以下「三者会談」という。）を続けてきたところ、今日まで
に下記の条項について、互いに合意に達したので、ここにそのことを明らかにする
ためにこの確認書を作成する。

記

1 �．「森永」は森永ミルク中毒事件について、企業の責任を全面的に認め心から謝罪
するとともに、今後、被害者救済のために一切の義務を負担することを確約する。
2 �．「森永」は被害者の対策について、「守る会」の提唱する、森永ミルク中毒被
害者の恒久的救済に関する対策案（以下「恒久対策案」という。）を尊重し、す
べての対策について同案に基づいて設置される救済対策委員会の判断並びに決定
に従うことを確約する。
3 �．「森永」は前二項の立場にたって救済対策委員会の指示を忠実に実行するとと
もに同委員会が必要とする費用の一切を負担することを確約する。
4 �．厚生省は被害者対策について「守る会」の提唱する「恒久対策案」の実現のた
めに積極的に援助し、かつ、救済対策委員会が行政上の措置を依頼した時はこれ
に協力することを確約する。
5 �．この確認書は、被害救済のための第一歩であって、今後、厚生省、「守る会」
及び「森永」は、それぞれの立場と責任において、被害救済のために協力するこ
とを確認し、問題が全面的に解決するまで「三者会談」を継続し、「恒久対策
案」実現のために努力することを確約する。なお、このための必要な措置として
「三者会談」の中に、「救済対策推進委員会」を設置する。
　　　昭和48年12月23日

厚　　生　　大　　臣　　斎　　藤　　邦　　吉　
　　　　　　　　　　　　　　署　名　　　　　印
森永ミルク中毒の　　岩　　月　　祝　　一　
こどもを守る会理事長　　　　

署　名　　　　　印　　　　　　　　　　　　　　
森永乳業株式会社社長　　大　　野　　　　　勇　
　　　　　　　　　　　　　　署　名　　　　　印
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Ⅱ．被害者の状況 次に、高齢期を迎える被害者の状況や課題について触れてみます。

１．被害者全体の状況

被害者数は、13,451名（2019年3月末現在）
です。このうち約5,493名がひかり協会と常時
連絡を希望しており、この被害者が救済事業
の対象者（アンケート①対象者）です。
被害者集団の医学的特徴は、脳性まひ・知
的障害・てんかん・脳波異常・精神障害など
の中枢神経系の異常が多いこと、ひ素中毒特
有の皮膚変化である点状白斑と角化症が一部
に見られること、虚弱でいろいろな身体的愁
訴をもつ被害者が多いことです。
特に中枢神経系の障害・症状が多いこと
は、乳幼児の中毒であるこの事件の大きな特
徴で、中毒当時ひ素により直接的、間接的に
受けた変化が、成長に伴って種々の形で現れ
たものと考えられています。
また、「ひ素ミルクによる急性中毒の乳幼
児への輸血等の医療行為によって、Ｃ型肝炎
ウイルスの混じった血液を介して感染する機
会が多く、アンケート①対象者に慢性肝炎・
肝がんが多い。感染の時期が乳幼児期であり
早かったことを考えると、被害者における慢
性肝炎、肝がんの発症年齢は一般より早くな
る」と指摘されています。

２．障害のある被害者の状況

　障害のある被害者には、ひかり協会から生
活保障・援助のひかり手当等を支給していま
すが、この手当対象者の障害の内容は（図１）
のとおりです。
加齢に伴って、長時間の介護態勢、日常的

な健康管理（睡眠・食事・運動・服薬・医療的

ケアなど）や入院時の対応、日中活動の場の変
化（就労から作業所・在宅など）への対応、孤
独感や不安感によるストレス性の行動への対
処など、様々な課題が出現しています。
また、障害の重度化や生活習慣病の発症・
重症化に伴う健康課題は重大であり、相談事
業の体制づくりや公的な相談機関との連携が
重要です。特に、糖尿病など生活習慣病を抱
える知的障害・精神障害の対象者や、二次障
害やその不安を抱える肢体障害の対象者に対
して、重症化及び進行を防止する取組を重視
しています。今後、主治医との連携を軸に健
康課題の情報を共有化し、役割を明確にした
地域での支援ネットワーク（主治医・行政保
健師・訪問看護師・訪問リハビリ・ヘルパー・
ひかり協会の相談員等）の確立が重要です。
ひかり手当等受給者の「生活の場」につい
ては、障害が重度化したり医療的ケアが必要
になったりすると、地域生活はおろか受け入れ
施設も少なくなり、「生活の場」の確保が非常
に困難になります。今後、加齢に伴う様々な変
化を見据えたうえで、障害福祉制度だけでな
く介護保険施設やサービス付き高齢者向け住
宅など高齢者施設も選択肢に入れて、「誰と、
どこで、どのように暮らすか」を対象者の意思
で選択・決定することが重要です。
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図 1 　ひかり手当受給者の障害・症状の状況（2019年 3 月）

図 2 　生活の場（2019年 3 月）

図 ３ 　生活するうえで困っていること（被害者実態把握調査2017結果より）
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Ⅲ．ひかり協会の
　　救済事業

ひかり協会が行っている救済事業には、どんなものがあるのでしょうか。

１．被害者全体に対する救済事業

（１）相談事業

ひかり協会には全国で７つの地区センター
事務所があります。そして、各地に地域救済
対策委員会があり、被害者は各種専門家によ
る相談、援助を受けることができます。
また、高齢期を迎える被害者の健康や生活
の変化に対応した、総合的な相談活動を実施
しています。具体的には、行政や関係機関、専
門家の協力を得て、公的制度の活用と適切な
情報提供、治療促進や病気の重症化を防ぐ対
策、自主的健康管理を促進する様々な援助を
行うための相談事業を実施しています。
2013年２月には、改正及び新しく出された

厚生労働省通知等によって、
①ひかり協会から都道府県に対して提出する
森永ひ素ミルク中毒被害者対策対象者名簿
に、障害のある被害者のみでなく、行政協
力を希望するアンケート①対象者全員を登
載できる。
②対策対象者名簿の写しを該当市区町村まで
交付できる。
③被害者の介護サービスの利用や施設入所等
への協力について、適切な対応が行われる。

など、行政による相談対応の仕組みづくりが
進展しました。
このように、「相談活動は被害者の人権を
守り、自立と発達を保障する救済事業実施の
基本である」と位置づけて重視しています。

（２）保健・医療事業

■自主的健康管理の援助事業
生活習慣病の予防と早期発見を進めるため

には、本人自身が主体的に取り組むことが不
可欠ですが、仲間同士で励まし合い、連帯し
て取り組むことも重要です。そのため、守る
会と協力して被害者の中から救済事業協力員
（以下、協力員という）を委嘱し、検診受診
や協会主催の健康懇談会などへの参加を促す
「呼びかけ」活動を実施しています。
また協力員が、健康問題などで困っている

被害者の状況やニーズをひかり協会事務所へ
伝えることにより、救済事業として必要な対
応が速やかにできるようにしています。「呼
びかけ」活動とともに、健康懇談会や自主的
グループ活動なども活用して、「被害者同士
が連帯して健康を守るネットワークづくり」
を進めています。

■医療事業
生活習慣病などによる受療率の高まりに対

して、医療事業を適切に行うため、医療費は保
険診療の自己負担分を全額援助しています。
被害者のがん罹患とひ素との関係について

は、ひ素が発がん性物質のひとつであること
から、がん罹患については特に注目して疫学
研究を継続しています。

２．障害被害者に対する救済事業

（１）生活の保障・援助事業

■将来設計実現の援助事業
地区センター事務所の連絡先は 21 頁に掲載しています。
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高齢期を迎える障害のある被害者が、「生
活の場」「後見的援助者」「日中活動の場」
を確保し、地域で安心して豊かに暮らせるよ
うに援助することが重要です。これらの様々
な課題に対して、関係機関や専門家、行政
協力、守る会の協力を得て地域の支援ネット
ワークづくりを進めています。
また、障害福祉及び介護保険のサービスや
成年後見制度等の活用を進めて、必要な介護
態勢や後見の確保を援助しています。
さらに、二次障害の不安を抱える肢体不自
由の対象者に対する二次障害の予防・進行防
止や、糖尿病など生活習慣病を抱える知的・
精神障害の対象者に対する症状の改善・重症
化防止など、様々な健康問題への取組を重視
しています。

■ひかり手当、後見・介護費の事業
障害・症状が重度であり就業が極めて困難

な被害者に対して、生活基盤を確立し、自立と
発達の保障するため、基準に基づいて日常生
活の経済的基盤を保障する「ひかり手当」及
び日常の生活に必要な後見・介護の確保や権
利擁護などのための「後見・介護費」を支給し
ています。

（２）自立生活促進事業

就労保障は生活基盤の確立と自立・発達を
具体化する上で重要な課題であり、社会参加
の側面からも重視しています。
また、安定した自立生活を実現するため、
保健相談、食事等の生活援助や介護等のサー
ビスの確保とともに、補装具・日常生活用具等
の確保を援助しています。
このように、地域で自立生活を行う上で、被
害者が障害のためにかかえる多くのハンディ
キャップを軽減し、自立生活への移行の促進
と安定を図っています。

３．その他の事業 　

（１）調査研究事業

森永ひ素ミルク中毒事件の医学的・社会的
特徴を踏まえ、長期的な展望に立った救済事
業を実施していくため、国の協力も得て、ひ
かり協会として独自に必要な研究を行う事業
です。1983年から実施している「死因とがん
罹患状況」の疫学研究は今後も継続し、必要
に応じて三者の合意をもって公表することと
しています。

（２）飲用認定事業

森永ひ素ミルク飲用者の認定に係る事務要
領にしたがって、都道府県の窓口の協力を得
て申請の受付を行い、ひかり協会の認定委員
会において審査を行っています。

（３）自主的救済活動促進の活動

■自主的グループ活動
自主的グループ活動は、被害者の自立と発

達に役立ち、また連帯して健康を守るネット
ワークや障害被害者の地域での支援ネット
ワークづくりを進めるために、自主性・主体
性、連帯の促進を図る自主的なグループ活動
に対して、助成金を支給しています。
　

■ふれあい活動
ふれあい活動は、施設やグループホームに

入居していたり、また地域で生活しているが
障害症状のために社会参加が困難であったり
する障害のある被害者を、グループで訪問す
る活動です。障害被害者の生活や思いを知る
機会として、守る会の組織的協力も得ながら
進めています。
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Ⅳ．関係機関のみなさんへ
　　―協力のお願い―

最後に、高齢期を迎える被害者の救済のために、関係機関や行政のみなさんにお願いする協力内容を記します。

１．関係機関の協力

家族による介護、特に母親を中心とした介
護や24時間の見守りなどによって成り立って
いた暮らしが、親や兄弟姉妹の介護力の低下
や消失によって、将来的には施設入所（介護
保険施設サービスも含む）や単身生活、グ
ループホームでの生活を望む障害のある被害
者が少なからず存在します。
後見人・主治医・行政保健師・訪問看護
師・相談支援事業者・福祉サービスなどの社
会資源の活用を基本に、協会職員・相談員の
訪問、さらに守る会の被害者仲間の関わりな
どが加わることで、地域での自立生活が実現
します。障害のある被害者の主体性を尊重し
ながらも、これらの地域での複層的な支援
ネットワークを構築し機能させることが重要
です。それによって被害者自身が、「どこで
誰とどのように暮らすか」を主体的に選択
し、安心できる生活の場の確保や地域での自
立生活が可能となるのです。

（１）障害福祉関係機関へのお願い

ひかり協会は、障害のある被害者の主体的
な取組を重視しながら、本人中心の正確な
ニーズの把握に基づいて、その実現に向けて
取り組んでいます。
それらの取組の中で、重点的な課題として
①「生活の場」と「後見的援助者」の確保
②「健康課題」への対応
ア．二次障害の予防・進行防止
イ．糖尿病など生活習慣病の予防・重症化防止
③「地域の支援ネットワーク」の確立

を挙げています。
障害のある被害者が、自分らしい生活を維
持しながら、緊急時も含めて安心して生活で
きるようにするためにも、障害福祉関係機関の
みなさんには、以下のひかり協会との連携・協
力をお願いします。

【具体的な協力内容】
○�関係機関による連絡調整会議（ネットワー
ク会議）への参加

○�相談支援事業者（及び相談支援専門員）に
よるサービス等利用計画の作成や、居宅介
護支援事業所（及び介護支援専門員）と
の連携・協力

○�居宅介護・移動支援、入所施設・グルー
プホーム、生活介護・就労支援等、障害
者総合支援法のサービス利用に係る連携・
協力

○�様々な支援者による、被害者の地域生活・
社会参加等に係る連携・協力

○�災害時の避難行動要支援者対策に係る連
携・協力

（２）介護保険関係機関へのお願い
2013年２月に窓口課である企画情報課長と

老健局介護保険担当課長との連名で出され
た、都道府県に対する通知（16頁を参照）に
は、「在宅被害者又は（公財）ひかり協会か
ら、施設への入所、在宅の介護サービスの利
用等に向けた相談があった場合には、被害者
の支援の必要性を踏まえて、市町村において
適切な対応が行われるよう、管内市町村あて
に周知をお願いします」とあります。高齢期に
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対応する行政協力の仕組みづくりは確実に進
んでいます。
すでに高齢期を迎える被害者の中には、が

ん末期や初老期の認知症、脳血管疾患など特
定疾病のため、65歳以前に介護保険を利用す
る人もいます。また、障害福祉サービスを利用
している被害者も、現行では65歳になると介
護保険優先の原則が適用されます。65歳以前
から障害福祉サービスを利用している被害者
が、生活の質を低下させることなく円滑に移行
できるように、介護保険関係機関のみなさんに
は、以下のひかり協会との連携・協力をお願い
します。

【具体的な協力内容】
○�関係機関による連絡調整会議（ネットワー
ク会議）への参加

○�地域包括支援センターによる、介護保険
制度のサービス利用を含む総合的支援に
係る連携・協力

○�居宅介護支援事業者（及び介護支援専門員）
による、厚生労働省事務連絡「適切なサー
ビス提供に向けた取組に対する協力につい
て（依頼）」などに基づく介護サービス利用
計画の作成及びサービス利用支援に係る連
携・協力（18頁（資料６）参照）
○�居宅サービス、施設サービス、地域密着
型サービス等、介護保険制度のサービス
利用に係る連携・協力

（３）保健医療関係機関へのお願い

森永ひ素ミルク中毒事件の特徴は健康被害
であり、被害者の健康の回復、維持、増進は、
ひかり協会の事業の基本です。
したがって、ひかり協会では自主的健康管
理の援助や医療の事業について、全被害者を
対象にして重視して取り組んでいます。
検診・医療費等の支給や健康懇談会の開催

とともに、身近で健康管理や相談ができるよう
に、かかりつけ医をもつことを推奨しています。
高齢期を迎える被害者の健康課題に対し

て、医療機関やかかりつけ医のみなさんには、
以下のひかり協会との連携・協力をお願いし
ます。

【具体的な協力内容】
○�検診、健康相談、診断書の作成等に係る
連携・協力

○�関係機関による連絡調整会議（ネットワー
ク会議）への参加

○�支援者に対する、被害者の病態や治療方
針の理解促進に係る連携・協力

○�被害者の療養生活や日常生活上の留意点
などの指導・アドバイス

　11頁の「（図４）行政及び関係機関の協力
関係図」にあるように、連絡調整会議（ネッ
トワーク会議）を、保健所（行政保健師）を
中心に開催します。関係機関のみなさんには
この会議に参加していただくことで、被害者
の課題の共有やそれぞれの役割の確認をお願
いしています。
　ひかり協会の定款に定める「被害者等の福
祉の増進を図り、もって公衆衛生及び社会福
祉の向上に資する」という目的のために、ど
うかご協力くださいますようお願いします。
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２．行政の協力

（１）三者会談確認書に基づく行政協力

三者会談確認書に基づく行政協力を、国
（厚生労働省）・都道府県・市区町村の窓口
課を中心としながら、総合的に進むよう取り組
んできました。被害者の高齢化や症状の悪化
に伴う課題に対しても、保健所や障害福祉担
当課との連携に加えて、高齢福祉・介護保険
担当課との協力を得るなど、今まで築き上げ
てきた行政協力を生かし、相談活動などの事
業が充実するように取り組んでいます。

（２）具体的な行政協力

〇障害のある被害者が障害者総合支援法に基
づく制度等を円滑に利用できるよう、都道府
県と市区町村への理解と協力を要請してい
ます。また、高齢化に伴う心身機能の低下
等による新たな「生活の場」の確保や、生
活習慣病及び二次障害など健康課題に対す
る取組への協力もお願いしています。さら
に、65歳以降のサービス提供について、支
援の必要性や本人の意向を踏まえて、個々
の実態に即した支給決定がなされるように
要請しています。
〇自治体のがん検診や各医療保険者の特定健
康診査・特定保健指導、健康日本21（第２次）、
がん対策推進計画、肝炎対策などに被害者
が主体的に参加・活用できるように、関係
行政機関の理解と協力をお願いしています。

■厚労省の行政協力
①「森永ひ素ミルク中毒被害者対策に関する
省内連絡会議」の設置・開催
②「森永ミルク中毒事件全国担当係長会議」の
開催

③「（公財）ひかり協会の行う事業に対する協力
について（依頼）」等の厚生労働省通知など

12頁（資料２）〜18頁（資料６）を参照してください。

④保健師等への普及啓発

このような４項目の取組によって、都道府
県・市区町村と連携した行政協力の仕組みづ
くりの推進が図られています。
その他、労働分野の行政協力として、職業
安定所（ハローワーク）による職業相談・職業
定着指導・職業紹介・就職援助などの対応が
なされています。
　　

■都道府県・市区町村の行政協力
①「被害者対策対象者名簿」の保管管理とそ
れに基づく適切な相談対応
②連絡調整会議（ネットワーク会議）の開催
③健診などに関する情報提供や健康懇談会等　
への講師派遣
④障害のある被害者等に対する定期・随時の
訪問指導
⑤施設入所等の取組に対する協力（事前協議
の実施など）17頁（資料５）参照
⑥65歳以降の適切なサービス提供に向けた取
組に対する協力　18頁（資料６）参照
⑦「森永ひ素ミルク飲用者の認定に係る事務
要領」に基づく認定作業への協力

その他、詳細は14頁の「保健福祉労働
サービス要望事項」を参照してください。

　このように行政と協力しながら、ひかり協
会の救済事業は発展してきました。
　さらなる救済事業の充実のために、行政と
ともに関係機関のみなさんの温かい協力がど
うしても必要です。
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図 ４ 　行政及び関係機関の協力関係図
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（資料２）

厚生労働省通知（食安企発 0227 第１号）

衛食第91号
平成３年７月８日

（平成８年９月19日改正　衛食第240号）
（平成16年７月30日改正　食安企発第0730001号）
（平成18年11月15日改正　食安企発第1115001号）
（平成21年４月１日改正　食安企発第0401001号）
（平成25年２月27日改正　��食安企発0227第１号）

各都道府県衛生主管部（局）長　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　厚生省生活衛生局食品保健課長　　　　

（公財）ひかり協会の行う事業に対する協力について（依頼）

　（財）ひかり協会の行う森永ひ素ミルク中毒被害者救済事業（以下「救済事業」
という。）についてはかねてより御配慮を煩わしているところであるが、森永ひ素
ミルク中毒被害者も30歳代半ばに達し、親の高齢化、社会情勢の変化等に伴い、協
会事業は一層重要性を増していることにかんがみ、貴職におかれましても、下記事
項に留意の上、協会事業の推進に御協力をお願いする。

（中略）

平成25年２月27日食安企発0227第１号前文
　標記については、「三者会談確認書（昭和48年12月23日）」に基づき、「（財）
ひかり協会の行う事業に対する協力について」（平成３年７月８日衛食第91号厚生
省生活衛生局食品保健課長通知。以下「衛食第91号通知」という。）により御協力
をお願いしているところですが、今後、森永ひ素ミルク中毒被害者も60歳代を迎
え、従来から御協力いただいてきた障害福祉のみならず、高齢福祉の分野での取組
が重要となってきたこと等にかんがみ、本通知の一部を下記のとおり改正すること
としましたので、御留意の上、協会事業への一層のご協力をお願いします。
　なお、本件については、健康局がん対策健康増進課及び疾病対策課肝炎対策推進
室、社会・援護局障害保健福祉部障害福祉課、老健局高齢者支援課、振興課及び老
人保健課並びに保険局総務課医療費適正化対策推進室及び国民健康保険課と協議済
みであることを念のため申し添えます。
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記

１�　（公財）ひかり協会現地事務所から現在障害のある森永ひ素ミルク中毒被害者
対策対象者名簿の提出があったときは、当該名簿に記載された者について、個人
情報の保護に留意するとともに、関係主管部局等と緊密な連携の下、障害のある
被害者等が適切な保健福祉サービス等を受けられるよう配慮を願いたいこと。

２�　当該名簿の保管管理は、適切な保健指導等を実施するうえにおいて、保健所が
行うことが望ましいと考えるが、関係主管部局等と緊密な連携を図り、当該名簿
の保管管理及びその活用について調整を願いたいこと。また、市町村に対し、当
該市町村に居住する者（個人情報の取扱について問題の無いものに限る。）に係
る当該名簿の写しを交付していただきたいこと。

３�　障害のある被害者等の救済は、森永ひ素ミルク中毒事件関係担当窓口課のみな
らず、医療、保健、障害福祉、高齢福祉及び雇用対策等の都道府県関係主管部
局、都道府県労働局、市町村並びに保健所等極めて広範囲の行政機関に関係して
いるので、（公財）ひかり協会及び関係行政機関と十分な連絡調整が図られるよ
う配慮を願いたいこと。

４�　３の連絡調整については、健康増進法に基づくがん検診等の健康増進事業の実
施、高齢者の医療の確保に関する法律に基づく特定健康診査及び特定保健指導、
障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第
123号）の施行等に伴い、保健福祉分野における市町村役割の重要性が一層増大し
てきていること等にかんがみ、市町村において（公財）ひかり協会及び協会事業
について理解が得られるよう周知を図るとともに、協会から要請がある場合には
市町村と十分な連絡調整が図れるよう配慮を願いたいこと。
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（参考）

保健福祉労働サービス要望事項

（公財）ひかり協会が障害のある被害者等に対する
保健福祉労働サービスとして要望している事項

１　保健所に対する要望
　①�　保健師、精神保健福祉相談員、栄養士、歯科衛生士等による定期・随時の訪
問指導等

　②　デイケア、健康教室、患者会、家族会の紹介等の情報提供と利用支援

２　福祉事務所に対する要望
　①　ケースワーカーによる定期・随時の訪問等

３　公共職業安定所に対する要望
　①　職業相談
　②　職業訓練
　③　職業紹介
　④　職業指導

４　市町村に対する要望
　①�　保健師、精神保健福祉相談員、栄養士、歯科衛生士等による定期・随時の訪
問指導等

　②　健康増進法に基づく保健事業やがん検診に関する情報提供等
　③　特定健康診査・特定保健指導に関する情報提供等
　④�　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び介護保険
法・老人福祉法によるホームヘルプサービス・デイサービス・ショートステイ
等の情報提供と利用支援

　⑤�　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律による訓練施
設の通所などの利用支援

　⑥�　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律及び介護保険
法・老人福祉法による施設・グループホーム等の紹介と利用支援等

５　１から４の関係機関に対する共通要望
　①�　保健所や福祉事務所、公共職業安定所、市町村、主治医、相談支援事業者、
居宅介護支援事業者等との連絡調整による支援ネットワークづくり

　②�　関係機関による連絡調整会議の開催、参加等
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（資料３）

厚生労働省通知（食安企発 0227 第２号、障障発 0227 第２号）

食安企発第　0122001号
障　障　発　0122001号

平成19年１月22日
（平成21年４月14日改正　食安企発第0414001号及び障障発第0414001号）
（平成25年２月27日改正食安企発0227第２号及び障障発0227第２号）

各都道府県　�衛生主管部（局）長　　　　　殿
　　　　　〔�障害保健福祉主管部（局）長�〕

厚生労働省医薬食品局　食品安全部企画情報課長
厚生労働省社会・援護局　障害保健福祉部障害福祉課長　　　　

（公財）ひかり協会の行う施設入所等の
取組に対する協力について（依頼）

　（公財）ひかり協会の行う森永ひ素ミルク中毒被害者救済事業については、「三
者会談確認書（昭和48年12月23日）」に基づき、「（公財）ひかり協会の行う事業
に対する協力について（依頼）」（平成３年７月８日衛食第91号厚生省生活衛生局
食品保健課長通知）により御協力をお願いしているところでありますが、介護を
担ってきた者の高齢化等に伴い、障害のある在宅被害者の生活の場の確保が重要な
課題となっております。
　このため、現在、（公財）ひかり協会においては、障害のある在宅被害者の施設
への入所、グループホームへの入居等の希望状況の把握を進めており、その上で
個々の対象者ごとに、該当する地方自治体等に相談するなど、将来の円滑な施設入
所、グループホーム入居等に向けた取組を行うこととしております。
　つきましては、在宅被害者等又は（公財）ひかり協会から、円滑な施設への入
所、グループホームへの入居等に向けた相談があった場合には、被害者への支援の
必要性を踏まえて、市町村等の関係行政機関と緊密な連携を図り、被害者の施設入
所、グループホーム入居及びそのための事前対策（相談や入所、入居等の準備）の
ための取組が促進されるよう、特段の御配慮をお願いいたします。

（参考）
三者会談確認書（昭和48年12月23日）
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（資料 4）

厚生労働省通知 

食安企発0227第３号
老�高�発0227第１号
老�振�発0227第１号
老�老�発0227第２号
平成25年２月27日

各都道府県　�衛生主管部（局）長　　　�殿
　　　　　〔�介護保険主管部（局）長�〕

厚生労働省医薬食品局食品安全部　企画情報課長
厚生労働省老健局　高齢者支援課長

振　興　課　長
老人保健課長

（公財）ひかり協会による森永ひ素ミルク中毒被害者の
介護サービスの利用等に関する相談への協力について（依頼）

　（公財）ひかり協会の行う森永ひ素ミルク中毒被害者救済事業については、「三
者会談確認書（昭和48年12月23日）」に基づき、「（公財）ひかり協会の行う事業
に対する協力について（依頼）」（平成３年７月８日衛食第91号厚生省生活衛生局
食品保健課長通知）により御協力をお願いしているところでありますが、事件発生
から57年の歳月が経過し、被害者の方の高齢化が進んでいます。
　このため、現在、（公財）ひかり協会においては、在宅被害者の施設への入所、
在宅の介護サービス等の希望状況の把握を進めており、その上で個々の対象者ごと
に該当する地方自治体等に相談するなど、将来の円滑な施設入所、介護在宅サービ
スの利用等に向けた取組を行うこととしています。
　つきましては、在宅被害者等又は（公財）ひかり協会から、施設への入所、在宅
の介護サービスの利用等に向けた相談があった場合には、被害者への支援の必要性
を踏まえて、市町村において適切な対応が行われるよう、管内市町村あて周知をお
願いします。

（参考）
三者会談確認書（昭和48年12月23日）

（食安企発0227第３号、老高発0227第１号、）　
　老振発0227第1号、老老発0227第２号　  
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（資料５）

施設入所等の取組に対する協力 

事　務　連　絡
平成28年 9 月26日

　　　　　　�衛　生　主　管　部（局）　　　�
各都道府県���障害保健福祉主管部（局）�御中　　　　　　�介 護 保 険 主 管 部（局）

　厚生労働省医薬・生活衛生局　
生活衛生・食品安全部　企画情報課

厚生労働省社会・援護局
障害保健福祉部　障害福祉課

厚生労働省老健局　総　務　課
高齢者支援課
振　興　課
老人保健課

（公財）ひかり協会による森永ひ素ミルク中毒被害者の施設入所等の
取組に対する協力について（依頼）

　（公財）ひかり協会が行う森永ひ素ミルク中毒被害者救済事業のうち、施設入所等の取組に関す
る支援については、別添のとおり協力を依頼するとともに、関係主管課長会議等において周知してい
るところです。
　森永ひ素ミルク中毒被害者も60歳代を迎え、高齢化に伴う心身機能の低下等により、障害福祉制
度、介護保険制度によるものを問わず、今後の生活の場を確保する必要がますます高まっています。
例えば、既に施設に入所している被害者において、医療機関での入院治療等のため、施設を退所せ
ざるを得なくなった場合に、治療等の内容によっては、退院後に施設に再度入所することができず、
やむなく転院による入院を継続することとなり、結果として、安定した生活の場を失う事例が生じて
います。
　つきましては、このような事例の解消のためにも、被害者等又は（公財）ひかり協会から相談が
あった場合には、被害者への支援の必要性や本人の意向を踏まえて、施設入所等及びそのための事
前対策に関する取組が促進されるよう、以下の取組例もご参考の上、引き続き、特段のご配慮をお願
いするとともに、市町村においても適切な対応が行われるよう、別添の「（公財）ひかり協会の行う
施設入所等の取組に対する協力について（依頼）」及び「（公財）ひかり協会による森永ひ素ミルク
中毒被害者の介護サービス利用等に関する相談への協力について（依頼）」と併せて管内市町村あ
て周知をお願いします。
（取組例）
1　関係部局、市町村等の関係行政機関が、緊密な連携の下、施設入所等の必要性が生じた被害者
等から求めがあった場合には、被害者本人の置かれた状況を速やかに把握するとともに、施設
事業者等とも必要に応じて連絡を取り合いながら、適切な制度やサービスの利用がなされるよう
支援する。

2　施設入所が実現する等、被害者が安定した生活の場を確保するまでの間、前項の取組を継続
するよう努める。
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（資料６）

適切なサービス提供に向けた取組に対する協力 

事　務　連　絡
平成31年１月10日

　　　　　　�衛　生　主　管　部（局）　　　�
各都道府県���障害保健福祉主管部（局）�御中　　　　　　�介 護 保 険 主 管 部（局）

　厚生労働省医薬・生活衛生局　
生活衛生・食品安全企画課

厚生労働省社会・援護局
障害保健福祉部　企 　 画 　 課

障 害 福 祉 課

厚生労働省老健局　介護保険計画課

（公財）ひかり協会による障害のある森永ひ素ミルク中毒被害者への適切
なサービス提供に向けた取組に対する協力について（依頼）

　（公財）ひかり協会が行う森永ひ素ミルク中毒被害者救済事業については、「三者会談確認書（昭和48年
12月23日）」に基づき、「（公財）ひかり協会の行う事業に対する協力について（依頼）」（平成３年７月８日
衛食第91号厚生省生活衛生局食品保健課長通知）により御協力をお願いしているところではありますが、事
件発生から63年の歳月が経過し、被害者の高齢化が進むなか、適切なサービスが65歳以降にも提供されるか
という点について、多くの被害者が不安を抱えております。
　このため、現在、（公財）ひかり協会においては、障害のある被害者に対して、これまで障害福祉サービス
を利用していた被害者が65歳以降も量・内容ともに同様のサービスを受けられるよう関連する通知の周知や
要介護認定等申請を促すなどの相談活動を行っているところです。
　一方で、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法律第123号。以下
「障害者総合支援法」という。）�に基づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等については、その運用
に関して個々の実態に即したものとなっていない等の声も寄せられています。
　つきましては、こうした状況を踏まえ、障害のある被害者や（公財）ひかり協会から相談があった場合に
は、別添の「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく自立支援給付と介護
保険制度の適用関係等について」（平成19年３月28日障企発第0328002号・障障発第0328002号厚生労働省
社会・援護局障害保健福祉部企画課長・障害福祉課長連名通知）及び「障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律に基づく自立支援給付と介護保険制度の適用関係等に係る留意事項等につい
て」（平成27年２月18日付け事務連絡）に基づき、市町村において、障害者総合支援法に基づく介護給付費
等を支給する場合の基準を設けている場合であっても、当該基準によって一律に判断するのではなく、障害
保健福祉部局と介護保険部局とが連携し、介護保険サービスの支給量・内容では十分なサービスが受けられ
ない場合には、障害者総合支援法に基づく介護給付費等を支給するなど、適切な運用に努めていただくよう
お願いします。また、障害のある被害者への支援の必要性や本人の意向を踏まえて、個々の実態に即した支
給決定がなされるよう、市町村等の関係行政機関と緊密な連絡調整を図るとともに、管内市町村あて周知徹
底いただくようお願いします。
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事件と救済事業の経過（年表）
年 月 事件及び守る会、協会関係 月 行政関係
1955
（S.30）

6˜8 西日本一帯の人工栄養児に「奇病」
発生

8 岡山県衛生部「森永ドライミルク中よりひ素検出」
と発表

9 森永ミルク被災者同盟全国協議会結成�
� （1956 年４月解散）

9 厚生省、患者・死者の確認等の「患者処理」を都
道府県知事宛に通知（衛発 518 号）

11 厚生省、「治癒判定基準、治療指針」を都道府県
知事宛に通知（衛発 698 号）

1956�
（S.31）

6 「岡山県森永ミルク中毒の子供を守る
会」発足

3 厚生省、治療及び回復者の「精密検査」を都道府
県知事宛に通知（衛発 183 号）

1959�
（S.34）

厚生省、全員治癒を確認したと報告

1969�
（S.44）

10 丸山博大阪大学教授「14 年目の訪問」
発表（第 27 回公衆衛生学会）

11 全国組織「森永ミルク中毒のこども
を守る会」発足

1970�
（S.45）

12 「守る会」と森永乳業の交渉開始

1971�
（S.46）

京都、大阪、和歌山、兵庫、広島、島根、愛媛等
各県で検診、実態調査実施（～ 1973 年）

1972�
（S.47）

8 「守る会」は「恒久対策案」を決定
（第４回総会）

6 厚生大臣が、「守る会」の要請に対して被害者手
帳の大臣名での交付と、未確認被害者の認定作業
を国の責任で実施する旨回答

12 「守る会」は森永製品の不売（買）と
民事訴訟を決議

9 厚生省、「被害者の名簿の取り扱いについて」都
道府県宛に通知（環食第 475 号）

1973�
（S.48）

11 徳島刑事裁判判決（森永乳業有罪判
決）

10 厚生省の呼びかけにより三者会談開始（第 1回三
者会談）

12 三者会談の確認書の調印（第 5回三者会談）、国
が「全面的協力」を確約

1974�
（S.49）

4 財団法人ひかり協会設立
三者会談は、その後も毎年開催され
今日に至っている。第 16 回（83 年）
からは協会も構成メンバーに加わる

6 厚生省は、「未確認飲用者把握調査の実施」につ
いて都道府県衛生主管部（局）長宛に通知（環食
137 号）

7 厚生大臣名で「飲用者証明書」の交付開始
1978�
（S.53）

協会は、「20 歳代の被害者救済事業の
あり方」を決定��

1983�
（S.58）

6 「守る会」は、会員資格を親族及び被
害者とし、「森永ひ素ミルク中毒の被
害者を守る会」に改称（第 15 回総会）

11 ひかり協会、疫学調査を大阪府立成人病センター
に委託（以後、毎年継続）

1985�
（S.60）

協会は、「30 歳代の被害者救済事業の
あり方」を決定�

3 労働省、「ひかり協会事業に対する協力」を都道
府県職業安定主管課長宛に通知（障対発第 4号）

1986�
（S.61）

6 厚生省、「ひかり協会事業に対する協力」を都道
府県衛生主管部（局）長宛に通知（衛食発第 115 号）

1987�
（S.62）

7 ひかり協会・労働省第一回定期協議開催（その後
毎年開催）
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年 月 事件及び守る会、協会関係 月 行政関係
1988�
（S.63）

11 厚生省、森永ミルク中毒事件関係都府県担当係長
会議開催（その後政令市に北海道と東京 23 区も
加え毎年開催）

1991�
（H.3）

7 厚生省、「ひかり協会事業に対する協力」を都道
府県衛生主管部（局）長宛に通知（衛食第 91 号）

1994�
（H.6）

11 協会は、「40 歳以降の被害者救済事業
のあり方」を決定�（1995 年度より実
施）

1998�
（H.10）

9 厚生省、「ひかり協会の行う施設入所の取組に対
する協力について（依頼）」を都道府県衛生主管
部（局）長宛に通知（衛食第 88 号）

1999�
（H.11）

3 協会は、「『事務局体制の改革構想』の
具体化について」ブロック制実施要綱
を決定（1999 年度より実施）

2001�
（H.13）

1 省庁再編により窓口が厚生労働省に再編後も三者
会談確認書にもとづく協力に変わりがないことを
確認

2002�
（H.14）

3 協会は、「ブロック制実施要綱による
救済事業の第一次 10 カ年計画」を確
定（2001 年度より実施）

2006�
（H.18）

3 「第一次 10 カ年計画」の一部改正

2007�
（H.19）

3 「第一次 10 カ年計画」の一部改正介
護料事業等の「あり方」一部改正（2007
年度より実施）

1 厚生労働省、「ひかり協会の行う施設入所等の取
組に対する協力について（依頼）」都道府県衛生
主管部（局）長・障害保健福祉主管部（局）長宛
に通知（食安企発・障障発第 0122001 号）

2010�
（H.22）

11 協会は、「ブロック制実施要綱による
救済事業の第二次 10 カ年計画」を確
定（2011 年度より実施）

2011�
（H.23）

4 協会は、公益財団法人に移行

2012�
（H.24）

4 県事務所統廃合の実施

2013�
（H.25）

2 厚生労働省通知（食安企発第 0401001 号）の一部
改正を都道府県衛生主管部（局）に通知（食安企
発 0227 第１号）厚生労働省通知（食安企・障障
発第 0414001 号）の一部改正を都道府県衛生主管
部（局）長・障害保険福祉主管部（局）長宛に通
知（食安企発・障障発 0227 第 2 号）
厚生労働省通知（食安企発第 0227 第 3 号、老高
発 0227 第１号、老振発 0227 第１号、老老発 0227
第 2 号）のを都道府県衛生主管部（局）長・介護
保険主管部（局）長に通知
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